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４．商業業務施設基本計画 

１） 商業エリアに求められる機能と出店意向からみる土地需要 

（１）商業エリアに求められる機能 

導入施設に関する公的な取り組みと民間事業者の取り組みの分けは、以下に示すとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「大船渡地区津波復興拠点 整備に向けての提言書」提言内容と取り組みの考え方 

 機能 施設や仕組み 公的な取り組み 民間事業者の取り組み 

○早期再建と顔づくりのための機能の例 

早期再建推進機能 

大規模店舗 ・津波復興拠点整備事業として必要な事業規模の設定と宅地 

の提供 

・民間事業者による事業内容の検討・ 

実施 身の丈にあった規模設定  

官民の連携と役割分担による整備 
・公的施設の検討 ・公共と連携した施設整備・運営 

貸し店舗など開業したい事業者が参画できる仕組み 

景観機能 

まちの顔、まちの軸の設定 

・景観形成に向けたルール化 

 ※景形成に関する方針はグランドデザインに記載 
・景観に配慮した建物整備 

大船渡らしい景観形成のためのガイドラインやデザインコード 

花やみどりの季節感を演出する植栽（桜並木、椿、良好な維持管理など） 

ランドマークの整備、客船からの眺望を意識した景観形成 

環境共生機能 
マイクログリッドシステムの導入 ・公的施設への導入の検討 ― 

再生エネルギーの活用、建物の省エネ化 ― ・民間事業による再生エネルギー導入 

○多世代が楽しめる拠点の形成に向けた機能の例 

交流支援機能 

多目的スペース 
・可能な範囲で施設整備 

 ※津波復興拠点支援施設の機能に記載 

 

・民間事業者と連携したサービスの提供 

※別途、（仮称）専門委員会で協議 

・大船渡市と連携したサービスの提供 

 （施設の運営など） 

 ※別途、（仮称）専門委員会で協議 

カルチャーセンター、文化活動を行う施設 

工芸品や市民の作品などの展示スペース   イベントスペース 

学生の自習スペース、図書室   軽運動場、トレーニングルーム 

キッズルーム、児童遊園（遊び場）  相談窓口（子育て、妊産婦など） 

ベンチなど休憩施設 

移動円滑機能 

バリアフリー化 ・道路などのバリアフリー化 

 ※別途、（仮称）専門委員会で協議 
・店舗等のバリアフリー化 

歩車共存の道路 

施設を利用する際の利便性の高い位置への駐車場確保 
・共同駐車場などの検討 

 ※別途、（仮称）専門委員会で協議 
― 

アーケードのような、雨天でも買物しやすい空間（天候への配慮） ― ・雨天でも買物しやすい空間整備 

○日常利用を高める魅力づくりのための機能の例 

商業・業務機能 

食材、生活雑貨などを扱う商店 
金融機関  医療施設、調剤薬局 
マタニティ・ベビー用品店  本・レンタルビデオ、家電販売店 
アミューズメント施設、映画館 

・津波復興拠点整備事業として必要な事業規模の設定と宅地

の提供 

・民間事業者による事業内容の検討・

実施 

福祉機能 

託児・託老所 

 
― 

・大船渡市と連携したサービスの提供 

 （施設の運営など） 

だれでもトイレ ― ・民間サービスとして導入 

 

 

○民間事業者の取り組み ⇒ 商業業務地として復興するための事業内容を検討し、快適な商業業務環境を提供する。 

○公的な取り組み    ⇒ 商業業務施設として必要な規模の宅地提供、共同駐車場等の公的支援施設の検討を行う。 
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（２）出店意向からみる必要面積と土地利用配置について（参画する主な商業業務施設の種類・規模） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 意向調査による活用面積一覧 

 

 

当該地区への出店意向は、商業者ヒアリング、飲食店アンケート及び、キーマンヒアリングにより把握しました。これらの調査の結果、JR 大船渡線より海側の津波復興拠点想定区域及びその周辺に出店を希望する

事業者の必要規模は全体で約 5.8haとなり、公共公益施設及び計画道路面積等も含めると約 8.1haの面積となります。 

 図 ヒアリング結果からの意向 

事業意向調査 回答者 

■アンケート結果 118社 

■主要事業者    

・大型商業施設 

・金融機関    

・宿泊施設     

未定・無回答 ２社 

 （190坪 約 620㎡） 

５.未定・無回答 ７社 

 （722坪 約 2,300㎡） 

出店先詳細 

意向未定 

事業者 

※土地利用区分の用地の名称は、ヒアリング実施時の名称 

（平成 25年４月現在） 

※Ｂ、Ｃブロックの飲食店は、飲食業組

合で独自にアンケート調査を行った

結果（速報値）を元に記載 

アンケート希望面積 その他面積
比率

（④/③）
総合計

（⑤=②＋④）
比率

（⑤/①）
１．津波復興拠点 42,000 24,500 25,900 106% 43,400 103%

Aブロック 14,000 道路 800 拠点施設 3,200 5,200 0 宿泊施設×2施設 4,300 4,300
公益的空間 4,800

Bブロック 9,000 道路 540 8,460 5,400 飲食店×7社 1,400 6,800

Cブロック 19,000 道路 7,160 10,840 2,300 金融機関×3施設 900 産直施設等(※1) 11,000 14,800
公益的空間 1,000 飲食店×３社 600

２．商業・業務用地（北） 21,000 7,000 公益的空間 210 18,670 6,590 4,600 4,990 4,600 27% 7,320 35%
道路 200

３．商業業務用地（東） 14,000 公益的空間 420 12,080 390 390
道路 1,500

４．商業・産業用地 9,000 9,000 公益的空間 270 8,330 8,330 0 0 0 0% 670 7%
道路 400

38,000 38,000 公益的空間 1,140 35,660 35,660 260 大型商業施設 25,000 25,260 25,260 71% 27,600 73%
道路 1,200

0 2,920 2,920 2,920 2,920

商業系用地　　合計 110,000 19,640 3,200 87,160 15,870 30,200 13,000 59,070 68% 81,910 74%

６．水産・商業高度化等計
　　画的利用用地
(出店先詳細意向未定事業
者）

意向調査結果

公益的空間 公共・公益施設面積 （③＝①－②） 主要事業者希望面積 合計（④）
項目

計画面積（各道路等を含む
全体面積）
　　　　　　　　　　　　（①）

公共公益施設及び計画道路等面積（②） 民間施設用地面積 総面積

※1 産直施設の面積は、岩手県内の道の駅の平均規模を参考に仮設定 

産業用地 

水産・商業高度化等 

計画的利用用地 

６.水産・商業高度化等計画的利用用地 希望者数  

２社（80坪 約 260㎡） 

大型商業施設１社（敷地面積約 25,000㎡） 

５.産業用地 希望者数 

０社 （０坪 約０㎡） 

商業・産業用地 

４.商業・産業用地 希望者数 

０社 （０坪 約０㎡） 

３.商業・業務用地（東側街区） 希望者数 

１社 （120坪 約 390㎡） 

商業・業務用地 

業務用地 １.業務用地 希望者数 

５社 （1,654坪 約 5,400㎡） 

２.商業・業務用地（北側街区） 希望者数 

４社 （1,394坪 約 4,600㎡） 

Bブロック 希望者数 

22社 （1,590坪 約 5,200㎡） 

飲食店 7社： 

（60坪×7社=420坪 約 1,400㎡） 

 

Cブロック 希望者数 

５社 （589坪 約 2,300㎡） 

飲食店３社（60坪×3社=180坪 約 600㎡） 

金融機関３社: 

（敷地面積約 300㎡×3箇所 約 900㎡） 

 

Aブロックは行政施設ゾーン 

２社 （65坪 約 200㎡）→集約の観点から Bブロックへ移動 

宿泊施設：１社（敷地面積約 3,000㎡） 

宿泊施設：１社（敷地面積約 1,300㎡） 
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２）必要機能と周辺環境からみたＪＲより海側の商業エリアの方向性 

（１）ＪＲより海側の商業エリアにおける商業の方向性 

まちづくり提言書における商業エリアに求められるニーズや商業者ヒアリング、さらに大船渡市の地域経済特性、外部環境等を踏まえて検討した商業エリアの商業の方向性は次のとおりです。 

商業エリアにおいては、この商業の方向性を踏まえまちづくりを進めていくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 若者、市民、観光客が集う 

・ 女性や高齢者に優しい・高齢者を見守ってもらえる 

・ 子供も楽しめる 

・ みんなが安らぐことができる 

・ 船舶従事者も楽しめる 

・ 車でも避難できる 

・  

＜津波復興拠点のイメージ（例）＞ 

【津波復興拠点で大切にしたいイメージテーマ】 

・ 港と繁華街が近接する漁業と港湾のみなとまち 

 

【津波復興拠点における利用状況のイメージ】 

 

■WGからの意見 

・まちの賑わいづくりは街並み形成と連携 

・生活拠点としてのまちを基軸として観光機能を強化 

・広域からの集客（すべてが揃う商業ゾーン） 

・家族連れで買い物へ外出し高齢者も楽しめる環境 

【津波復興拠点の集客力を高めるための視点】 

商業エリアにおける商業の方向性 

 

●本商業エリアは、大船渡市民が楽しみ

ながら普段の買い物ができる「身近な

商業地」の形成を第一としつつ、住田

町や陸前高田市等を商圏として休日等

を過ごせる「広域商業」を目指します。 

●さらに、商業エリアとしてのプラスα

の個性を出すために大船渡市の個性を

活かした「観光商業地」を形成し、多

くの人々が訪れる賑わいのある中心市

街地を目指すものとします。 

 

・ 日常的な商品が提供されている単なる「普段の

買い物の場」とするだけではなく、大船渡市民

の多様なニーズに応え、買い物のしやすさ、楽

しさを提供できる商業エリアを目指します。 

・ また、住田町、陸前高田市からの買い物客等を

増やすため、買回り品が選べる店舗、休日等に

楽しめる娯楽施設等が立地する商業エリアを目

指すものとします。 

・ さらに、海に近い中心市街地、黄金に関する歴

史など大船渡市ならではの個性を活かした商業

エリアとし、観光客なども立ち寄れる賑わいの

ある商業エリアを目指すものとします。 

 

 

（ ※JRより海側の商業エリア） 

○早期再建

と顔づく

りのため

の機能 

○多世代が

楽しめる

拠点の形

成に向け

た機能 

○日常利用

を高める

魅力づく

りのため

の機能 

早期再建機能 

景観機能 

環境共生機能 

交流支援機能 

移動円滑機能 

商業・業務機能 

福祉機能 

■ 地域経済特性 

・ 大船渡市は、陸前高田市、住田町ととも

に「気仙広域生活圏」を構成しており、

広域生活圏の中心都市の拠点として位置

づけられている。住田町は日常的な商圏

に含まれ、広域的には陸前高田市まで広

がっている。（隣接する釜石市とは消費動

向における繋がりは弱い。） 

・ 大船渡市の商業環境は大船渡市での地元

購買率が高い。（品目総合で 90%） 

・ 特に、食料品、医薬品・化粧品、日用品・

台所用品、家電製品などの地元購買率が

高い。 

・ 一方、衣料品、インテリア、スポーツ用

品・娯楽用品の地元購買率は低い。 

 

 

■ 外部環境 

・ 陸前高田市、釜石市に大型商業施設が立

地予定（釜石市にはイオンタウン釜石「店

舗面積約 5.4 万㎡（店舗面積は約 1.9 万

㎡）」、陸前高田市には、ロードサイド型

の商業用地 13.7ha等）。 

・ 三陸縦貫自動車道により南北に繋がる。 

・ 住田町の商圏は、大船渡市、遠野市、陸

前高田市の３地区での競合。 

・ 震災の影響などから大船渡市や気仙地域

の人口が減少傾向。 

＜まちづくり提言書＞ 
提言書における拠点地区に期待される役割 ※商業者ヒアリング、商業WGより 

集客力ＵＰ 

賑わい 

（昼、夜） 

日常の 

買い物 

回遊性 

 

交流 

 

海の幸 

観光資源 
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（２）商業エリア利用者のターゲット設定 

商業エリアにおける商業の方向性を踏まえ、本商業エリアがターゲットとする利用者を設定すると次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターゲット設定の考え方：大船渡市民の日常利用を基本としつつ、広域型の商業機能や観光による来街者と設定する。 

 

「身近な商業地」

の形成を第一とし

つつ、「広域商業」、

さらに、大船渡市

の個性を活かした

「観光商業地」の

形成による賑わい

のある中心市街地 

 

【商業の方向性】 

第１次商圏：大船渡地区、赤

崎地区等の日常利用者 

第３次商圏：大船渡市全域、

住田町、陸前高田市の日常利

用者 

●対象者：大船渡地区、赤崎地区等      ●目的：買い物（最寄り品）、レクリエーション、憩い（休憩）  

    （あらゆる層：主婦、子供、若者、高齢者等） 

 

 

●対象者：大船渡市全域、住田町、陸前高田市 ●目的：買い物（最寄り品、買回り品）、娯楽など 

   （※１次、２次商圏を除く） 

    （家族連れ、若者など） 

 

近
隣
商
業 

広
域
商
業 

●対象者：綾里地区、猪川地区等       ●目的：買い物（最寄り品、買回り品） レクリエーション、 

    （あらゆる層：主婦、子供、若者、高齢者等） 憩い（休憩） 

第２次商圏：綾里地区、猪川

地区等の日常利用者 

 

広域：観光客、近隣市町住民

のレクリエーション等の非日

常利用者 

●対象者：観光客、船舶従事者        ●目的：観光、レクリエーション、飲食 

     近隣市町（三陸沿岸、岩手県県南、岩手県外等） 

 

 

■参考（ハフモデルによる商圏分析 売場面積 20,000ｍ2のとき （4,894世帯、吸引人口 13,338人）※人口は被災エリアの人口を修正、商業床は可能な限り、釜石市、陸前高田市の新計画を反映 

 

 

二次商圏（吸引率 20％以上） 

 

 

三次商圏（吸引率 10％以上） 

 

 

一次商圏（吸引率 30％以上） 

 

 

計画地区南部へ 2.5km、北・西は 1km、 
東は 0.5km程度 

 

計画地区南・東部へ 5km、北・西は 2km程度 

 

計画地区南部へ 12km、西は 5km程度 
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３）商業エリアの基本方針 

利用者のターゲット設定を踏まえ、多くの利用者を招くための商業エリアの基本方針は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「商業の方向性」を展開するため、地域住民や観

光客の視点を整理すると次のとおりです。 

 

幅広い人々に愛され、使い続けてもらえる商業空間を形成するための基本方針を次のとおりとします。 

■方針１：様々な商品やサービスが提供されている商業エリア 

・日常的な商品から買回り品まで様々な商品、サービス等が提供されている商業エリアを目指し、小売店や大

規模店舗など大小様々な店舗が建ち並び、「おしゃれ」な店舗、飲食店などをめぐる楽しみが得られるエリ

アとする。 

 

■方針２：様々な交通手段で訪れることができる利用しやすい商業エリア 

・大船渡町内など近隣の住宅地から楽しみながら快適に歩いて行きたくなる歩道空間に配慮し、徒歩圏外から

は、バス、鉄道、自動車など様々な交通手段で訪れることができる利用しやすい商業エリアとする。 

 

■方針３：「憩い」の場となる商業エリア 

・須崎川などの自然を生かして、人々が集い、自然を身近に感じながら街なかで休憩できる「憩い」の場とな

る商業エリアとする。 

■方針４：回遊が楽しくなる界隈性をもつ商業エリア 

・かつて多くの飲食店等が集積していたまちの界隈性を復興し、そこで培ってきたライフスタイルがにじみ出

る空間を形成することにより、回遊が楽しくなる商業エリアとする。 

■方針５：海、食、歴史など大船渡の魅力に触れることができる商業エリア 

・海が近くにあることを感じる「みなとまち」の良さを演出し、世界三大漁場の美味しい海産物が楽しめ、大

船渡の歴史などの魅力に触れることができ、大船渡に来たら必ず立ち寄りたい商業エリアとする。 

 

 

○着目点２：広域商業客の視点 

週末などに訪れてみたくなるちょっと

「おしゃれ」な店舗、飲食店や余暇をす

ごせる娯楽施設など多様な店舗が集積

している商業エリアとなっていること 

 

○着目点１：地域住民の視点 

生活の拠点として日常的なサービスが

提供されており、子供からお年よりまで

だれもが訪れやすい商業エリアとなっ

ていること 

○着目点３：観光客の視点 

「みなとまち」の魅力など大船渡らしさ

に触れることができる商業エリア、そし

て地元の賑わい等を楽しむことができ

る商業エリアとなっていること 

商業の方向性 

  

多くの来訪者を

招くためにどの

ような商業地の

形成を目指すか 

着目点 商業エリアの基本方針 

「
身
近
な
商
業
地
」
の
形
成
を
第
一
と
し
つ
つ
、「
広
域
商
業
」、
さ
ら
に
、
大
船
渡
市
の
個
性
を
活
か
し
た
「
観
光
商
業
地
」

の
形
成
に
よ
る
賑
わ
い
の
あ
る
中
心
市
街
地 
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４）商業エリアの土地利用計画と動線計画 

（１）商業空間の整備方針 

商業エリアの基本方針を踏まえ、良好な商業空間の形成のための商業空間の整備方針は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 方針２：産業ゾーンと連続する区域南側に大型商業拠点を形成 

・中心市街地の核を形成する大規模店舗群を、まとまった土地利用が可能な

区域南側に配置し、中心市街地の流動の基点を形成する。 

・特に、港湾区域等の産業ゾーンで就業する人々の利便性にも配慮し、産業

ゾーンの近隣で幹線道路沿いの区画に配置する。 

 
● 方針３：各拠点が隣接するように商店街ゾーンを形成 

・街区ごとにまとまりのある商店街ゾーンを配置し、駅前拠点や大規模店舗

群と連続した商業空間を形成する。特に、海との繋がりや大船渡らしさに

配慮し、界隈性などが演出される商業空間を配置する。 

 

 

 

●地域の日常利用として商店街、大規模店舗群による商業ゾーンの形成 

 ・地元店舗を中心に、日常的な商品や必要とするすべての商品を買い物しやすくな

るように商店街や大規模店舗群を周辺の施設立地等を勘案して配置することによ

り商業施設が集積した商業ゾーンを形成する。 

 

●大船渡駅の立地特性を活かした拠点の形成 

 ・JR大船渡駅が立地する特性を活かして、交通環境を整え、誰もが訪れやすい商業

空間を形成する。 

 

 

●須崎川などを活かした環境空間 

 ・買い物や散策などの回遊時に、目的地ともなり、ま

たそこから次の地点へ移動する際の中継点となるよ

うに、気持ちよく休憩ができる場所として、屋外の自

然や須崎川などを活かした環境空間を形成する。 

 

●日常から観光まで様々な要素が融合する市民も観光客も楽しめる商店街 

 ・大船渡こだわりの商品が並ぶ商店街、独特のライフ

スタイルを提案する小売店により、大船渡市民御用達

の行きつけのお店を目指すとともに、大船渡こだわり

の商品を観光客も楽しめる商店街を形成する。 

 

 

●観光資源としてのみなとまちの界隈性を感じることができる商業ゾーン 

 ・みなとまちの記憶を感じることができる飲食店街を

つくり、来街者が集う空間を構成する。 

 ・広域からの来街者を魅了する産直施設などにより

人々が集う魅力を創出する。 

 

 

 

 

  

商業空間の整備方針 

は方針 

 

基本方針からの商業空間整備への展開 

 

川沿いのオープンカフェの例 

※京橋川事例（広島市） 

● 方針１：大船渡市の玄関口（駅前拠点）を形成 

・大船渡駅、津波防災拠点施設等により大船渡駅前に大船渡市の玄関口を

形成する拠点ゾーンを配置する。（鉄道、高速バス等により大船渡市に訪

れた来訪者がまず大船渡市を実感する空間として魅力的な玄関口を形成

する。） 

・駅前の立地性を活かし、宿泊施設や店舗、飲食店等を配置し、観光、広域

商業等に配慮した商業空間を形成する。 

 

● 方針４：商業空間を結びつける交流拠点を形成 

・区域中央を流れる須崎川を中心市街地が一体となる環境要素として活用

し、北側と南側の商業空間を結びつける交流拠点として位置付ける。 

・須崎川には親水空間を設けるとともに、周辺に飲食店等を配置し、人々が

集う空間を形成するものとする。 

基本方針 

● 方針５：拠点を結ぶストリートを形成 

・中心市街地の軸となるストリートを、各拠点との連続性に配慮し、区域中

央にＬ字型に配置する。 

 

 

 

■方針１：様々な商品やサー

ビスが提供されている商業

エリア 

 

 

■方針２：様々な交通手段で

訪れることができる利用し

やすい商業エリア 

 

 

■方針３：「憩い」の場とな

る商業エリア 

 

 

 

 

■方針４：回遊が楽しくなる

界隈性をもつ商業エリア 

 

 

 

 

 

■方針５：海、食、歴史など

大船渡の魅力に触れること

ができる商業エリア 

 

 

 

 

 

 

みなとまちの界隈性のイメージ 

※湊八十三番地事例（沼津市） 

パティオのイメージ 

※ぱてぃお大門事例（長野市） 


